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支援区域

ＢＢユニバ
の提供

 人口減少に伴う採算性の悪化や離島・山間地等の地理的条件により、光ファイバ基盤の維持が今後課題となることを踏まえ、令和
５年６月16日施行の改正電気通信事業法等により、第二号基礎的電気通信役務（ブロードバンドサービスに関するユニバーサル
サービス。以下「ＢＢユニバ」という。）制度を創設

※１ 下り名目速度30Mbps以上のものに限る
・HFC（Hybrid Fiber Coaxial）方式は、幹線が光ファイバ、引き込み線が同軸
ケーブルにより提供される方式で、このうち上り名目速度10Mbps以上のもの
・ワイヤレス固定ブロードバンド（専用型）は、固定通信サービス向けに専用の無
線回線（例：地域BWAやローカル5G）を用いて提供するもの

総務大臣

支援対象事業者(※３)

支援区域で

ＢＢユニバを提供 基礎的電気通信
役務支援機関

負担事業者(※２)

（固定・携帯ブロードバンド事業者）② 資料届出

⑦ 交付金交付

⑤ 負担額通知

⑥ 負担金納付

④ 認可

① コスト算定のための
基礎データの算出

③ 交付金額等
認可申請

交付金・
負担金額
の算定

交付金・
負担金額
の確定

※２ 前年度の電気通信事業により生じた収益額が10億円を超える事業者。
各負担事業者から徴収される負担金額は、当該事業者の前年度の電気通信事業における収益額の３％が上限

※４ 支援対象事業者又はBBユニバの契約数の合計が30万を超える
電気通信事業者

一般社団法人電気通信事業者協会

Telecommunications Carriers Association 
TCA

事業者規律

・契約約款の作成、届出義務
・約款に基づく役務提供義務 等

①FTTH
②CATVインターネット（HFC方式）
③ワイヤレス固定ブロードバンド（専用型）

ＢＢユニバの対象(※１) 交付金

ＢＢユニバ提供の電気通信事業者(※４)

に一定の規律
負担事業者(※２)から徴収する負担金を原
資とする交付金を支援対象事業者(※３)に
対し交付することで、不採算エリア（支援
区域）におけるＢＢユニバの提供に要する
維持管理費用の一部を補填

※３ 第二種適格電気通信事業者という。一定の世帯カ
バー率を満たす等した上で申請に基づき総務大臣が指定

ブロードバンドサービスに関するユニバーサルサービス制度の概要
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ＢＢユニバ制度における「支援区域」の指定 ①
2

 直近の国勢調査に基づく全国約23万町字（例：▽▽一丁目）の中から、毎年、対象事業者から総務省に報告され
る、町字ごとの「回線規模報告」を踏まえ、①提供状況の厳しさ、②不採算性、③地域特性の３つの要件を基に、
総務大臣が「一般支援区域」と「特別支援区域」となる町字を特定

 これらの「一般支援区域」と「特別支援区域」を、交付金の算定対象となる町字として指定・公表
 令和６年度は合計30,650町字(「一般支援区域」が16,256町字、「特別支援区域」が14,394町字）を指定
 なお、今後毎年、総務大臣は指定替え、指定解除等を行い、公表することになる

特別支援区域
（14,394町字）

全国 約23万町字
※国勢調査に基づく町

字

を満たす事業者が一者のみ or ゼロ

世帯カバー率：50％超
提供期間：（50％超で）１年超

要件①：提供状況の厳しさ 要件②：不採算性

収益 費用（※）

赤字

町字当たりの一回線当たりの月額
コストが、3,869円（収益）を上回
る

要件①～③全てに該当

要件③：地域特性

A：大幅な赤字地域
（赤字額が11,790円／月を上回る）
（例：BBの提供に海底ケーブルが必要）

B ：公設地域
（町字に自治体所有の公設設備あり）
（例：電気通信事業者がIRU契約により自治体
所有の設備を利用してBBを提供）

C ：未整備地域
（世帯カバー率が50％以下）
（例：不採算エリアに数世帯が存在）

（次のA～Cのいずれかに該当）

要件①及び②に該当 一般支援区域
（16,256町字）

※ 費用は算定モデルを使って推計

注：要件①又は②に該当しない町字は支援区域とはならない

一般支援区域＋特別支援区域の合計：30,650町字



ＢＢユニバ制度における「支援区域」の指定 ②（東海地域の一部を抜粋） 3



BBユニバ制度に関係する役務の範囲（イメージ）

「高速度データ伝送電気通信役務」（法７条二）
「その一端が利用者の電気通信設備と接続される伝送路設備及びこれと一体として設置される電気通信設備であつて、符号、音響又は影像を
高速度で送信し、及び受信することが可能なもの（専らインターネットへの接続を可能とする電気通信役務を提供するために設置される電気通信
設備として総務省令で定めるものを除く。）を用いて他人の通信を媒介する電気通信役務」のこと（法７条二）

第二種負担金の算定に関係する役務

・CATV（同軸方式）
・ワイヤレス固定ブロードバンド（共用型）
・DSL
・FWA
・携帯電話・PHSアクセスサービス（3.9~４G、５G）

（法７条二及び省令14条の３①）

・ローカル５G
・BWA（自営等除く）
・公衆無線LAN
・衛星アクセス

「専らインターネットの接続点間の通信の用に供する電気通信設備」
（省令14条の４）を用いて提供されるサービス・ISP接続

音声伝送役務等
・加入電話（ダイヤルアップ接続を含む）＊
・総合デジタル通信サービス（ISDN）＊

・中継電話
・国際電話等
・公衆電話等

・携帯電話
・PHS
・IP電話

・ワイヤレス固定電話
・衛星移動通信
・FMC＊音声伝送役務かつナローバンド通信であるサービス

・付加価値サービス
・インターネット関連サービス
・ドメイン名電気通信役務

・電報
・その他

卸先役務 「専ら卸電気通信役務を利用して提供する
電気通信役務」

仮想移動電気通信サービス
（省令40条の７の２二）

（省令40条の７の２一）

・フレームリレーサービス ・ＡＴＭ交換サービス ・自営等ＢＷＡアクセスサービス
・ＩＰ-ＶＰＮサービス ・広域イーサネットサービス ・専用役務
・通信モジュール※向けに提供する電気通信役務

専用役務、閉域網通信、IoT端末との通信に用いるサービス

（省令40条の７の２二）
※特定の業務の用に供する通信に用途が限定されている利用者の電気通信設備をいう

（注）下り名目速度1Mbpsに
満たない役務は対象外とする

アンライセンスLPWA

除
外

「第二号基礎的電気通信役務」・FTTH
・CATV（HFC方式）
・ワイヤレス固定ブロードバンド（専用型）
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出典：ブロードバンドサービスに関するユニバーサルサービス制度におけるコスト算定等に関する研究会第10回会合事務局資料から一部抜粋



1.第二号基礎的電気通信役務の提供に係る第二種交付金及び第二種負担金算定等規則案（概要）

２.電気通信事業法施行規則等の一部を改正する省令案（概要）

 BBユニバの運用に必要な総務省令案につき、令和６年12月11日に開催された第150回情報通信
行政・郵政行政審議会に諮問

 主に「交付金・負担金の算定方法等」に必要となる事項に係る整備を行う今般の総務省令案は、次の
とおり、２つの省令案から構成される

 令和６年12月12日から令和７年１月15日までの間、意見募集を実施
 令和７年４月１日施行を想定

（１）電気通信事業法施行規則（昭和60年郵政省令第25号）の一部改正
（２）電気通信事業報告規則（昭和63年郵政省令第46号）の一部改正
（３）第一号基礎的電気通信役務の提供に係る第一種交付金及び第一種負担金算定等規則（平成14年総務

省令第64号）の一部改正
（４）聴覚障害者等による電話の利用の円滑化に関する法律施行規則（令和２年総務省令第110号）の

一部改正

BBユニバの運用に必要な総務省令案の諮問について 5

（１）交付金の額の算定方法
① 一般支援区域と特別支援区域の一部 : 通常要すると見込まれる原価 － 総務大臣が告示する額
➁ 特別支援区域の一部：令和５年６月１６日以降に、地方公共団体から譲り受けた設備、新たに設置した

設備に係る費用 － BBユニバの収益）
（２）負担金の額の算定方法：回線単価 × 回線数
（３）その他



BBユニバ制度における今後の交付金の交付までの一連の流れ 6
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毎年度実施

第二種適格電気通信事業者が存在する場合

６／28
令和６年度

12／６ 年度内を
想定

毎年度実施指定の申請に応じ
随時実施
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毎月実施
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令和７年
８月末のみ実施

８月末を
想定



（参考）想定される通常のBBユニバ制度の年間運用スケジュール（イメージ） 7

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

第二種
適格
電気
通信
事業者

事業者

支援機関

総務省

●回線規模報告の集計

●
町字別の原価
算定期間

●

●

総務大臣の通知文
の発出に向けての作

業 ●
総務省やコスト算定等研究
会における精査・検討

入力値決定・
標準判定式
等の大臣通知
を発出

１月末
回線数

● ●
回線数の
集計・通知

負担金額
の通知

●

●
負担金
納付

●

交付金
受領期間

報告〆切回線規模等の報告期間

●
財務諸表・収支表・
役務提供等計画書等

を
総務省へ提出

支援区域の
指定・解除

●

●● 収益額
の確認

提出 ●
１月分料金請求

１月末
回線数報告

４月分の交付金イメージ
（以降毎月実施）

●
●●

回線単価
の周知

情報通信行政・
郵政行政審議会
認可諮問 → 答申

支援機関による交付金の額と交付方
法、負担金の額と徴収方法に係る総
務大臣の認可を諮問・答申（※）

試算

●
認可申請準備

：令和６年12月11日に諮問した「第二号基礎的電気通信役務の提供に係る第二種交付金及び第二種負担金算定等規則案」において
改正を予定している箇所


